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1――はじめに～若者は消費意欲が旺盛で流行を牽引する存在から、貯蓄志向が強く堅実な消費者へ 

 

平成が始まったバブル景気の真っ只中の頃は、休暇のたびに海外旅行を楽しみ、海外の有名ブラン

ド品を求める若いＯＬの姿や、ローンを組んで新車を買う新入社員の男性の姿などが見られた。若者

は消費意欲が旺盛で、流行を牽引する存在であった。しかし、バブルは崩壊し、失われた 10 年、20

年を経て、若者は貯蓄志向が高く、地に足のついた堅実な消費者へと姿を変えている。この様子を見

て、バブル期に消費を謳歌した世代は、「今の若者はお金がなくてかわいそう」「お金を使えなくてか

わいそう」と思うのかもしれない。 

しかし、今の日本では、若者ほど生活満足度は高く、20 代以下は８割を越える（図表１）。若い世

代ほど経済状況が厳しいようだが、30代の所得・収入や資産・貯蓄の満足度は、バブル世代が含まれ

る 50代を越えている(図表２)。このギャップには何があるのだろうか。 

「平成における消費者の変容（３）」では、「若者」に注目して、この 30年の暮らしや消費、価値観

の変化を捉える。なお、本稿では「若者」をおおむね 35歳未満の未婚者とする。 

図表１ 現在の生活に対する満足度 

 

図表２ 現在の生活各面での満足度 

 

（注）耐久消費財は自動車や電気製品、家具など 

（資料）内閣府「平成 30年度国民生活に関する世論調査」より作成 
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2――今の若者の価値観が形成された時代背景～景気低迷・技術革新・デフレ・ライフスタイルの多様化 

 

今の若者は、どのような時代に生まれ育ってきたのか。改めて振り返ってみたい。図表３は、日経

平均株価と流行語の推移を見たものだ。平成元年（1989 年）生まれの今年 30 歳を追っていくと、生

まれた直後にバブルが崩壊し、株価は大きく値を下げた。流行語には「カード破産」「複合不況」「就

職氷河期」などが並んだ。失われた 10年を過ぎると、さらに状況は厳しくなり、「年収 300万円」「格

差社会」「ネットカフェ難民」「派遣切り」「年金パラサイト」が並んだ。2008 年にはリーマンショッ

クが、2011年には東日本大震災が日本を襲った。一方で「アベノミクス」以降は株価が上向き、日本

人の消費ではないが「爆買い」「インバウンド」という力強い言葉も並ぶようになった。 

一貫して進化し続けたのは情報通信領域だ。「インターネット」「i モード」「ブロードバンド」「ｉ

Ｐａｄ」「スマホ」「ソーシャルメディア」「ＡＩスピーカー」と進み、現在でも技術革新は続いている。 

若者を中心にライフスタイルも変化した。2000年代は未婚化が進む中で「負け犬」や「婚活」とい

う言葉が登場した。「草食男子」「歴女」「イクメン」「日傘男子」など、男女のライフスタイルのボー

ダーレス化も進んだ。また、若者の競争意識や消費欲が低下している様子や堅実志向が高まる様子は、

「ゆとり世代」「さとり世代」「マイルドヤンキー」と称された。 

「バブル世代は消費意欲が旺盛」という印象があるように、消費行動に関わる価値観は、アルバイ

ト代やお小遣いで消費の楽しさを知り始めた学生時代、あるいは、社会人になり自由になるお金が増

えた時期の社会環境に影響される傾向がある。 

平成元年生まれの価値観が形成されたのは、景気低迷が続く一方、技術革新で世の中が格段に便利

になった時期だ。また、デフレが進行し、ファストフードやファストファッションなど、安くて良い

モノやサービスが流通した時期でもある。このような中で、今の若者では、節約志向が根底にありな

がらも、「お金を使わなくても楽しめる」「お金を使うことが必ずしもすごいことではない」という価

値観が形成されていったのではないだろうか。 

図表３ 日経平均株価と主な流行語の推移 

 
（注）流行語は流行語大賞にノミネートされたものから、経済関連（赤字）や情報技術関連（青字）、ライフスタイル関連

（緑色）を抽出。 

（資料）日本経済新聞社「日経プロフィル」および自由国民社「ユーキャン・流行語大賞」より作成 
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3――「今の若者はお金がない」？～バブル期より増える可処分所得、非正規でも約 20万円 

世間では「今の若者はお金がない」という印

象があるようだ。しかし、統計を見ると事実は

異なる。過去にも述べた通り1、若者の可処分所

得はバブル期よりも増えている。 

総務省「全国消費実態調査」にて、1989年と

2014 年の 30 歳未満の単身勤労者世帯の可処分

所得を比べると、男性は 18.4万円から 23.0万

円へ（＋4.6 万円、対 1989 年実質増減率＋

12.2％）、女性は 16.4万円から 18.3万円へ（＋

1.9万円、同＋0.5％）と増えている2（図表４）。  

背景には、初任給が増加傾向にあること（図表

５）、また、大学進学率の上昇で、初任給の高い

大学卒が増えたことなどがあげられる。 

 さらに、今の若者の可処分所得は、現在の家

族世帯の大人と比べても多い。 

二人以上勤労者世帯の大人１人当たりの可処

分所得は、世帯主の年齢が 35～39 歳と 40～44

歳の世帯で最も多く、平均 18.7万円である（図

表６）。2014年の 30歳未満の単身勤労者世帯の

男性と比べると▲4.3 万円も下回る。女性と比

べると若干多いものの、家族世帯では、この中

から教育費など子どもにかかる支出も出さなく

てはならない。よって、家族世帯の大人１人が

自由にできる金額は、図表６で示す値よりも大

幅に少なくなるだろう。 

 一方で１人暮らしの若者は、若者の中でも経

済的に余裕のある層という可能性もある。 

そこで、非正規雇用の若者の可処分所得を推

計したところ、25～29歳では男性は月平均 19.8

万円、女性は 17.6 万円となり3、非正規雇用者

でもバブル期の 1人暮らしの若者よりも多い。

なお、25～29 歳の非正規雇用者の約３割は大

                                                
1 久我尚子「若者は本当にお金がないのか？統計データが語る意外な真実」（光文社新書、2014）等 
2 対 1989 年実質増減率は、1994 年は男性＋3.5％、女性＋11.3％、1999 年は男性＋9.6％、女性＋6.2％、2004 年は男性＋

16.1％、女性＋10.6％、2009 年は男性＋7.8％、女性＋23.0％。 
3 厚生労働省「平成 25 年賃金構造基本統計調査｣及び総務省「平成 26 年全国消費実態調査」より推計。「賃金構造基本統計

調査」の最新値を使って推計すると、非正規雇用者の可処分所得はさらに増える。 

図表４ 30歳未満の単身勤労者世帯の可処分所得 

および貯蓄現在高の推移 

 
（資料）総務省「全国消費実態調査」より作成 

図表５ 大学卒の初任給の推移 

 

（資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成 

図表６ 二人以上勤労者世帯の 18歳以上の世帯人員 

１人当たりの可処分所得および貯蓄現在高（2014年） 

 
（注）カッコ内の数値は 18歳以上の平均世帯人員数 

（資料）総務省「平成 26年全国消費実態調査」より作成 

https://www.nli-research.co.jp/topics_detail2_2/id=83?site=nli
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卒・大学院卒であり、大卒・大学院卒の非正規雇用者の可処分所得を推計すると、男性 22.1万円、女

性 20.2万円となる。 

景気低迷の中で育った今の若者だが、実は目先の収入は案外ある。また、未婚化の進行や初婚年齢

の上昇で、かつてより自由に使えるお金を持つ独身の若者が増えている。このことが、図表２の所得・

収入の満足度の高さにつながるのではないだろうか。 

 

4――「今の若者はお金を使わない」？～消費性向の低下、経済状況によらず堅実・合理的な諸費態度 

 

 「今の若者はお金がない」わけではないが、

「お金を使わない」傾向はあるようだ。 

総務省「全国消費実態調査」にて、1989年と

2014 年の 30 歳未満の単身勤労者世帯の消費支

出を比べると、男性は 15.4万円から 15.6万円

へ（＋2.2万円）、女性は 15.3万円から 16.1万

円へ（＋0.8 万円）と名目ではやや増えている

が（図表７）、実質では減っている（▲9.3％、

▲5.4％）。なお、2009年までは男性は実質増加

傾向にあったが、女性は 1994年と 1999年は減

少している4。つまり、可処分所得は一貫して増

えていたが、消費支出は必ずしも増えているわ

けではない。さらに、消費性向を見ても、男女ともおおむね低下傾向にある。 

つまり、若年単身勤労者世帯の可処分所得は増えているが、増えた所得を必ずしも消費へ回すわけ

ではなく貯蓄へ向けている。そして、その割合は増えており、若者の貯蓄志向は高まっている。 

この背景には、目先の収入は案外あるものの、非正規雇用者の増加や正規雇用者でも賃金カーブが

低下していること（後述）、少子高齢化による将来の社会保障不安などから、倹約志向が高まっている

影響があるのだろう。一方で技術革新やデフレの恩恵を受けて「お金を使わなくても楽しめる」環境

は広がっている。今の若者は「お金がない」わけではないが、将来不安から「お金を使わない」、一方

で消費社会が成熟化し「お金を使わなくてもすむ」環境が広がっている影響も無視できない。 

 

ここで１つ興味深いデータを示したい。今の若者は全体としては「お金を使わない」傾向が強まっ

ているが、やはりいつの時代も消費意欲が旺盛な層もある。 

当研究所の生活者１万人を対象とした調査によれば、若者では全体と比べて「ものは買うより、で

きるだけレンタルやシェアで済ませたい」「計画的な買い物をすることが多い方だ」「毎月、決まった

額の貯金をしている」「日常的におサイフケータイを使い買物やポイントサービスを利用している」な

どの堅実な消費態度に当てはまる割合が高い（図表８）。 

                                                
4 対 1989年実質増減率は、1994年は男性＋1.3％、女性▲3.2％、1999年は男性＋5.7％、女性▲1.1％、2004年は男性＋7.1％、

女性＋4.9％、2009 年は男性＋8.5％、女性＋5.3％。 

図表７ 30歳未満の単身勤労者世帯の消費支出 

および消費性向の推移 

 

（資料）総務省「全国消費実態調査」より作成 
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一方で、年収 400万円以上の若者（同調査で

30代の上位４割、20代の上位２割）では、これ

らに当てはまる割合が高まるとともに、「多少高

くても品質の良いものを買うほうだ」「普及品よ

り、多少値段がはってもちょっといいものが欲

しい」といった贅沢さを求める割合も高まる。 

なお、今の若者は上昇志向が弱く、内向き志

向だなどと言われるようだが、年収 400万円以

上の若者では「基本的には潜在的な成功を追い

求めている」（56.1％）にあてはまる割合が全体

（44.0％）より＋12.1％ptも高い。 

今の若者は、経済状況によらず共通して堅実

かつ合理的な消費態度を持ちながら、経済的に

余裕のある若者では、こだわりのあるものには

お金を使うような高級志向も持っている。 

 

5――消費構造の変化～モノからコトへ、デパー

トからネットへ、ＢｔｏＣからＣｔｏＣへ 

 消費社会の成熟化や技術革新により、若者の

価値観が変わるだけでなく、消費者全体で構造

変化が生じている。 

 総務省「家計調査」によると、1990年から 2017

年にかけて、二人以上世帯の消費支出では、「被

服及び履物」が半減する一方（1990年＝100と

すると 2017 年は 49.5）、「交通・通信」は大幅

に増え（100→161.9）、「保険医療」も増えてい

る（100→112.7）（図表９）。つまり、消費支出

はファッションなどのモノから、通信や医療な

どのサービス（コト）へと移っている。 

また、若者ほどスポーツ観戦や映画などのコ

ト消費への意欲が高いという調査結果もある。 

消費者庁「平成 28年度消費者意識基本調査」

によると、現在お金をかけているもののうち「ス

ポーツ観戦・映画・コンサート鑑賞」の割合は、

15～19歳（34.6％）で最も高く、20代（26.6％）

が続く。一方で 30～70代は 15％以下である。 

図表８ 消費態度についての「あてはまる」割合 

 

（注１）「とてもあてはまる」「あてはまる」「まぁあてはまる」

「どちらともいえない」「あまりあてはまらない」「あ

てはまらない」「まったくあてはまらない」の７段階

で尋ねた上位３つの選択割合の合計値 

（注２）上から全体で多かった順 

（資料）ニッセイ基礎研究所「家計消費と生活不安に関する

調査（2017 年）」より作成 

図表９ 二人以上世帯の消費水準指数の推移 

（世帯人員及び世帯主の年齢分布調整済、1990 年＝100） 

 

（資料）総務省「家計調査」より作成 

図表 10 業態別売上高の推移 

 

（資料）経済産業省「商業動態統計」、Ｅコマースは「平成

29 年度電子商取引に関する市場調査」より作成 
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モノを買う場所も変化している。小売業の売上高は、1990 年では百貨店が最も多かったが、1990

年代半ばにスーパーが、2009年にはコンビニが上回り、近年はネット通販の伸びが著しい（図表 10）。

さらに、ネットやスマホの浸透で、足元ではシェアリングエコノミーが急成長し、これまで事業者が

消費者へ提供してきたモノやサービスが、消費者間で直接売買できる環境が整いつつある。 

 

6――おわりに～若者の雇用安定化と可処分所得の引き上げ、社会保障制度の持続性確保を 

 景気低迷の中で生まれ育ってきた今の若者だが、

実は目先の収入はバブル期より多く、「お金がない

わけではない」。しかし、貯蓄志向が高く、堅実か

つ合理的な消費者へと姿を変えている。それは、

不景気の中で培われた節約志向に加えて、技術革

新やデフレの恩恵を受けて、「お金を使わなくても

楽しめる」「お金を使うことが必ずしもすごいこと

ではない」という価値観が形成されたためだ。 

このような価値観を持つ若い世代の消費を増や

すことは簡単ではないだろう。しかし、節約志向

に起因する消費抑制意識を緩和することは、比較

的容易なのではないか。 

 目先の収入は案外あっても、若い世代ほど将来

の見通しは立ちにくい。不安定な立場で働く非正

規雇用者が増え（図表 11）、正規雇用者と非正規

雇用者の年収差は、年齢とともに拡大する（図表

12）。正規雇用者でも安泰ではなく、10年前と比

べて賃金カーブは低下し、特に 30～40代で平坦化

している（図表 13）。この平坦化した部分を推計

すると、およそ１千万円にもなる。さらに、少子

高齢化による社会保障の世代間格差も広がる。 

 裏を返すと、雇用が安定し、社会保障制度の持

続性が確保され、将来に向けて明るい見通しを立

てられるようになれば、節約志向に起因する消費

抑制意識は緩和される可能性がある。 

 若者の経済基盤の安定化に向けて、１つ１つの

課題を丁寧に解決していくことで、若者は、堅実

かつ合理的な消費態度を持ちながらも、ちょっと

した贅沢を楽しむようになるのかもしれない。 

図表 11 雇用者に占める非正規雇用者の推移（男性） 

 
（資料）総務省「労働力調査」より作成 

図表 12 雇用形態別に見た平均年収（男性） 

 
（注）正規雇用者は「正社員・正職員計」、非正規雇用者は 

「正社員・正職員以外計」の所定内給与額 と年間賞 

与その他特別給与額から推計。 

（資料）厚生労働省「平成 28 年賃金構造基本統計調査」よ

り作成 

図表 13 大学・大学院卒正規雇用者の賃金カーブの変化 

（男性） 

 
（注）所定内給与額および年間賞与その他特別給与額から 

推計 

（資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成 


